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1. 取組の背景と目的

背景

⚫ これまでのAMEDの取り組みにてロボット介護機器の開発・活用に向けた各種ガイドライン、ハン
ドブック、マニュアル等、様々な成果が発表されているが、現場で充分活用され、開発及び普及に
貢献している状況とは言い難い。

⚫ 現場においてロボット介護機器の普及が自発的にされているとはまだ言い難い。

目的

本研究事業にお
ける取組

⚫ ロボット介護機器開発におけるガイドライン
やマニュアル等の効果的、効率的な普及

⚫ 関係者への活発かつ効果的な情報発信

⚫ 持続的な発展サイクル実現のための人材育
成や環境整備に資する取り組み

⚫ 好事例の創出と発信

発信力のある情報発信サイトの構築及び
情報発信

「現場課題解決型・共創型の機器開発」の
在り方の検討と普及に向けた活動

先進テクノロジーを活用したWell-beingな社会の実現を目指し、産学官連携による介護
ロボット普及への基盤構築に向けた活動を通じてロボット介護機器の普及・啓発



2．本研究事業の全体像

開発側、現場側
に分かりやすい
適切な情報発信

開発の輪を広げ
るための
人材育成

エコシステム化
を意識したコ
ミュニティ構築

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

• 普及啓発のコンセプト設計
Webサイトの構築

• 開発側・ユーザ側へのメッ
セージ発信

• 既存の教材やガイドブック等
の見直し

• 相談窓口設置による人材育
成強化

• 導入施設によるベストプラク
ティス創出と普及

• ロボット介護機器開発事業者・流通販売事業者・介護現場等
の各種ステークホルダーに対してロボット介護機器への正し
い理解を促すための情報を発信

• SNSや他メディアと連携した記事・ベストプラクティス事例
等の継続的発信

• 海外市場を見据えた普及啓
発コンテンツの整備

• 英語版サイトの構築

• セミナー・イベントの継続的な開催（製品安全・運用安全普及、
ベストプラクティス普及等）

• 相談窓口アドバイザーの追加、相談窓口の専門家からのアド
バイスによるノウハウ伝達の促進

• 「現場課題解決型・共創型の機器開発」の在り方の検討・実践、
現状調査

• 情報共有の場の設置
• イベント・セミナーを介したコ
ミュニティ参加者の引き込み

• ロボット介護機器の開発～導入までに関わるプレイヤーが相
談・情報共有・連携できる場の提供

• 開発側・ユーザ側双方のコミュニティ参加者の拡大

• 事例集の作成
• 現場課題解決型・共創型のロ
ボット介護機器開発支援のポ
イント集の作成

• 海外への普及やベストプラク
ティス普及を見据えた国内外
コミュニティと連携検討

令和6年度の主な活動は、Webサイトのコンテンツのアップデート、成果の取りまとめとし
て事例集、ポイント集の作成や、海外に向けた発信



3. 「介護ロボットポータルサイト」を通じた継続的な情報発信

『介護ロボットポータルサイト』（運営：PwC）
https://robotcare.jp/jp/home/index
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各年度の1か月あたりの平均アクセス数

約1.1倍に増
加

1か月あたりの平均アクセス数の変化

「介護ロボットポータルサイト」を運営し、介護ロボットの情報をはじめ、「臨床評価ガイダン
ス」等の成果物の公開、有識者のインタビュー記事等を継続的に更新発信

コラム記事
✓ テクノロジーが介護現場にもたらす
新たな価値（俳優 いとうまい子様、
善光会 宮本隆史様）

✓ ロボット介護機器を用いた生産性向
上推進体制加算(I)取得に向けた介
護施設による事例紹介（特別養護老
人ホーム ささづ苑 施設長 岩井広
行様）

✓ 介護テクノロジーの海外展開につい
て（TANOTECH 三田村様
CYBERDYNE 安永様）
介護テクノロジーを普及するための

イメージ動画
海外展開を目指す事業者への情報

提供ページ
海外に向けた英語ページ、英語コン

テンツの発信

⚫ アクセス数は本サイトのリニューア
ルオープン時(2022年)と比較し
て約1割増加。



4.セミナー等のイベント企画・運営

ロボット介護機器の普及促進、ロボット介護機器に係る関係者の知識の底上げ等を目的と
したセミナーやイベント（展示会への出展や成果報告会）を定期的に開催

海外シンポジウムの様子
H.C.R.2024
プレゼンの様子

開催年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

セミナー、シンポジウム 2回 7回 2回 4回

展示会 - 2回 1回 1回

成果報告会 - - 1回 1回

2024年度実績 開催日 テーマ

セミナー

第1回 2024/6/27
・臨床評価ガイダンスのご紹介（国内・海外展開企業向け）
・移乗サポートロボットHugの海外展開に関する取り組みのご紹介

第2回 2024/8/30
・開発事業者向け安全ガイドラインの概要と使い方
・安全面に関する支援体制について

第3回 2025/2/14
・在宅介護におけるロボット介護機器の活用
・ロボット介護機器を活用した生産性向上の事例について

H.C.R.2024 2024/10/2 ・ロボット介護機器の海外展開に向けて

海外展開シンポジウム 2024/12/5 ・介護テクノロジーの海外展開に向けたシンポジウム

成果報告会 202５/3/11
・基調講演：利用者、職員に選ばれる介護テクノロジーとは
・11事業者による成果報告

⚫ R6年度のセミナーの
平均参加人数は、R5
年度の平均参加人数
の1.8倍



５. アドバイザーによる相談窓口

相談窓口の設置による専門家からのアドバイスによるノウハウ伝達の促進を実施。各分野
の専門家9名がアドバイザーとして就任。

相談窓口アドバイザー一覧



６.介護現場の導入ベストプラクティス創出

開発事業者、介護事業者と連携し、現場に踏み込みながら介護ロボット活用に関するベスト
プラクティスを創出・蓄積・発信。関係者の相互の視点の理解、価値の共創を目指す、「現場
課題解決型・共創型」の開発・導入の推進

開発現場では「より良いものを作り」、介護現場では
「より良い活用が進む」、このようなサイクルが継続

して発展することが理想

開発現場
介護現場

実証試験における介護施設での実証
方法の議論

有識者等含めワーキンググループ形式にて議論・検討

開発のための環境整備を行うにあた
り抽出された課題の整理

施設へのヒアリング・実証試験の同行

開発・導入現場に踏み込み、課題の抽出、解決を
ワーキンググループにて議論し、具体的手法を検討

✓ 現場のニーズの把握
✓ ビジネスモデルの検討
✓ 事業の継続性確保
✓ 新規参入のインセンティブ

✓ 評価方法の確立
✓ 現場ニーズと機能のマッチング
✓ 受容価格
✓ 現場負担感、運用面での課題



６.介護現場の導入ベストプラクティス創出

「現場課題解決型・共創型」という新しい機器開発の在り方に焦点をあて、実際の取り組み
から得られた成功、反省点などの気づきを「介護テクノロジー開発のポイント集」として作成

現状
近年介護テクノロジーの開発が進む一方、現
場で十分に活用されていないケースが散見さ
れる。

背景
開発事業者側と介護現場側の間で、ニーズや
課題の認識にギャップが生じている。

課題

開発事業者側、介護現場側の利害関係者同士
が問題を共有し、それぞれの視点やニーズを
尊重しながら協力し、機器開発やサービス設
計を行うことが求められる。

ポイント集作成の背景、現状の課題

目的

長岡介護イノベーション・ハブの事例を基に、現
場での実証を通じた課題解決のプロセスや成
功要因を整理。開発側と介護現場側の新たな
共創の取り組みを「現場課題解決型・共創型」
の機器開発と位置づけ、これまでにない新た
な解決策の創出に有効なアプローチの一つと
して紹介。

本ポイント集の目的、期待される成果

期待さ
れる成
果

介護テクノロジー開発と現場導入のギャップを
解消し、より実用性の高い機器の普及を促進。
結果的に介護現場の業務負担の軽減やケアの
質向上、持続可能なビジネスモデルの構築に
繋げることができる。



６.介護現場の導入ベストプラクティス創出

ポイント集は、各ステークホルダーがインセンティブを得られるビジネスモデルや機器開発・
普及の在り方を確立し好事例を創出していくプロセスの要点を示す。アカデミアや介護現場
の有識者からなるワーキンググループを設置し、専門的なアドバイスを受けながら作成

対話を重ねて解決策を模索する共創型によって
「開発側の思い」と「介護現場からの期待」のギャップを解消

開発現場 介護現場

• 解決優先度
の高い現場
ニーズへの
理解

• 本当に必要
な機能への
理解

• コストへ
の理解

• 運用の工
夫との組
み合わせ

関係者の相互の視点の理解、価値の共創を目指す、

「現場課題解決型・共創型」の開発・導入の推進



６.介護現場の導入ベストプラクティス創出

開発事業者の取り組みやビジネスモデルの事例集を作成。開発事業者や、機器を利用して
いる介護事業者へのインタビューをもとに作成

目的

ロボット介護機器開発に取り組む開発事業者や新
規参入する開発事業者が、ロボット介護機器分野
の特徴的なビジネスモデルや、その工夫の事例を参
考にし、自社製品の普及促進に向けた取り組みを
推進することを目的とする。

概要

開発事業者の各担当者が自身の役割に応じて参
照できるよう、機器普及の成功に向けて取り組んだ
担当業務ごとの工夫と成功要因をまとめることに加
え、機器を継続利用するユーザーからの声を、ユー
ザーや開発事業者からのヒアリング内容を記載。

ロボット介護機器分野の特徴的なビジネスモデルや、その工夫を10件の事例について掲載。

※現在作成中、3月中にはポータルサイトにて公開予定



ご清聴ありがとうございました

【問合せ先】
ロボット介護機器普及啓発のための環境整備・エコシステム構築プロジェクト事務局
（PwCコンサルティング合同会社）
担当：河本、佐藤
E-mail: jp_robot-care＠pwc.com

介護ロボットポータルサイト
https://robotcare.jp/jp/home/index


	スライド 1
	スライド 2: 1. 取組の背景と目的
	スライド 3: 2．本研究事業の全体像
	スライド 4: 3. 「介護ロボットポータルサイト」を通じた継続的な情報発信 
	スライド 5: 4.セミナー等のイベント企画・運営 
	スライド 6: ５. アドバイザーによる相談窓口 
	スライド 7: ６.介護現場の導入ベストプラクティス創出 
	スライド 8: ６.介護現場の導入ベストプラクティス創出 
	スライド 9: ６.介護現場の導入ベストプラクティス創出 
	スライド 10: ６.介護現場の導入ベストプラクティス創出 
	スライド 11

